
板橋高校卒業式事件の東京高裁不当判決に強く抗議する声明 
 
１ 東京高等裁判所第１０刑事部（須田贒裁判長）は、昨日、２００４年３月の都

立板橋高校卒業式開始前に、同校の元教員である藤田勝久氏が、「都教委の君が

代強制に批判的な内容」の週刊誌記事のコピーを保護者らへ配布する等した行為

が｢威力業務妨害罪｣にあたるとして罰金２０万円（求刑懲役８月）を科した東京

地方裁判所の判断を支持し、藤田氏の控訴を棄却する判決を言い渡した。 
２ 本件は、２００３年の、いわゆる「１０・２３通達」に基づき、「君が代」を

強制的に起立斉唱させることを求める都教委や一部政治家らなどの勢力が、卒業

式の「君が代」斉唱時の卒業生不起立の責任を、卒業式開式前に校長らの求めに

応じてすでに式場から退去していた藤田氏に負わせるという、荒唐無稽な事件で

ある。これは、特定の政治勢力に呼応して、公安警察、検察がでっちあげた「事

件」である。 
本判決は、都教委や一部政治家らの特定政治目的に加担し、｢威力業務妨害｣

罪についてこれまで裁判所自身が積み重ねてきた「威力」該当性の判断基準を踏

みにじったものである。 
３ 本件で、藤田氏が保護者らに対して行った「都教委の君が代強制に批判的な内

容」の週刊誌記事のコピーの配布及び説明という行為に対して、校長ら管理職が

行った行為、すなわち、記事の内容及び発言内容を問題にして体育館から退去す

るよう命じた行為は、公権力が、表現内容を問題視し、卒業式に参加させないと

いう不利益を課すものである。これは、表現された内容そのものを理由とする不

利益取り扱いであり、表現の自由を保障した憲法２１条に明らかに反するもので

ある。 
  にもかかわらず、本判決はこの重大な憲法違反を看過し、校長ら管理職の行っ

た退去要求自体を正当な行為であると判断している。これは、民主制の過程にお

ける表現の自由の重要性を全く無視し、表現内容が公権力の意に反することを理

由に刑事罰が課されるという究極の不利益取り扱いを、裁判所が容認する不当な

ものである。 
本判決を言い渡した裁判所の憲法感覚は完全に麻痺しており、人権擁護の職責

を放棄したものと言わざるを得ない。 
  週刊誌記事のコピー配布及びその説明や平穏な抗議は、いずれも社会の中で誰

でもが行うことのできるささやかな表現行為である。にもかかわらず、このよう

なささやかな表現行為であっても、公権力の意に反することを理由に刑事罰が課

されることになれば、｢表現の自由｣の保障は画餅に帰し、市民に対する萎縮的効

果は計り知れない。 
４ 私たち自由法曹団は、今回の東京高裁の不当判決に強く抗議するとともに、今

日のいっそうの｢日の丸・君が代｣強制政策や、愛国心法制化など、個人の精神的

自由を抑圧する勢力に対する闘いを継続することを表明する。 
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